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農業，林業，漁業 0．55 1．74 2．78 3．57 2．52 4．05 2．25 1．17 1．45
工業（のぞく建設業） 25．73 14．06 26．08 27．39 32．06 25．22 28．13 20．74 16．59
製造業 22．57 11．23 19．70 24．31 26．97 20．84 24．03 18．67 12．41
建設業 4．69 5．44 8．14 4．40 5．71 9．16 5．40 6．12 3．91
卸売・小売・運輸・
宿泊・飲食サービス 15．47 17．72 25．39 18．33 18．38 21．96 20．34 19．26 15．74
情報・コミュニケー
ション 4．92 4．97 3．76 5．09 5．08 4．53 4．11 5．52 6．15
金融・保険 3．92 4．48 3．96 3．58 4．19 4．05 4．08 4．37 7．37








18．28 22．98 14．73 17．62 14．86 13．55 16．50 11．41 22．58
芸術・娯楽・その他





































2008 2009 2010 2011 2008 2009 2010 2011
アイルランド 47．5749．2354．3956．15 スウェーデン 26．8628．8828．3727．87
ハンガリー 46．99 49．149．2651．89 オランダ 24．4224．2925．3325．92
マルタ 44．31 n. a. n. a. n. a. オーストリア 24．0422．9725．1825．49
エストニア 41．4540．8844．6143．76 デンマーク 24．2125．3124．8124．64
チェコ 40．6341．9342．8742．94 クロアチア n. a. n. a. 20．7924．56
ルクセンブルク n. a. 43．6542．1842．42 フィンランド 19．4219．5219．6720．87
ルーマニア 39．3440．3442．7140．75 ポルトガル n. a. n. a. 17．419．72
スロヴァキア 41．6543．3136．4738．23 スロヴェニア 16．516．4617．0519．21
ポーランド 32．1332．9833．7135．07 スペイン 13．4613．8317．5418．69
ブルガリア 26．1726．6029．9132．28 ドイツ 20．217．3620．3218．14
ラトヴィア 22．9225．6829．3430．13 フランス 19．54 15．615．9916．25
リトアニア 21．226．7929．4429．85 イタリア 13．21 13．313．9414．06
ベルギー n. a. n. a. n. a. 29．43 キプロス 5．77 6．42 7．8 9．14
イギリス 28．7228．6029．0529．28
ルクセンブルク 39．96 デンマーク 20．51 スロヴェニア 14．25
エストニア 37．97 オーストリア 19．45 クロアチア 11．52
チェコ 27．27 イギリス 18．67 スペイン 11．08
ハンガリー 25．79 ラトヴィア 18．21 フランス 10．85
ポーランド 25．38 ベルギー 17．62 ポルトガル 10．72
スロヴァキア 25．02 オランダ 15．91 ドイツ 10．29
アイルランド 22．73 フィンランド 15．11 イタリア 7．46
スウェーデン 22．29 リトアニア 14．68 キプロス 5．28






































































































































































































































































































































































割合 最大70％ 60％ 90－95％ 70－100％


































方自治体所管の PWの枠組みである（ハンガリー語では közcélú foglalkoztatás。
公共の職務）。この枠組みの主要な目的は，社会扶助（日本の生活保護に相当。

















































































































ト（2015年の GDPの約1％に当たる）を PWへ投入している（Ministry of





















































































2003 n. a. 76，892 49．4 6，756 121．3 190，190
2004 n. a. 63，998 43．8 9，757 144．0 219，604
2005 128．0 79，429 70．5 17，242 144．2 199，981
2006 n. a.＊＊＊ 66，403 76．0 35，173＊＊ 123．6 183，927
2007 110．7 63，098 88．9 22，769 146．7 199，742
2008 117．5 63，100 95．0 25，388 146．5 195，096

































































































































































































































































































































































































2010 2011 2012 2013 2014 2015


































468 松山大学論集 第28巻 第4号
10.6 11.6 10.2 9.8 9.1 8.3 8.1 7.4 7.1 7.8 6.9 6.4 6.2 6.0
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6）①家賃，光熱費を支払う，②家を適切に暖房できる，③予期していなかった支出に対応
できる，④日常的に肉類・蛋白質を摂取できる，⑤休暇に行ける（to go on holiday），⑥テ
レビセットがある，⑦洗濯機がある，⑧自動車がある，⑨電話がある。以上の9つの物質
的条件のうち，少なくとも3つ以上ができない状態のことをいう。以下を参照せよ。http:/
/ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php/Glossary:Material_deprivation（2016／07／29
確認）。
7）同様の家族構成の世帯とくらべて，働く期間が5分の1以下の世帯。以下を参照せよ。
http://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php/Glossary:Persons_living_in_households_
with_low_work_intensity（2016／07／29確認）
8）http://ec.europa.eu/europe2020/pdf/targets_en.pdf（2016／07／26確認）
9）本節における制度の概要の部分は，Koltai（2012），Börd s（2015），Ministry of Interior
（2016）の記述をもとにしている。
10）本項目は，主としてMinistry of Interior（2016）に依拠している。
11）公的年金制度の「再国有化」について，詳細は柳原（2015）を参照せよ。
12）ハンガリー国立銀行の統計を使用。https://www.mnb.hu/letoltes/en0301-arfolyam.xls（2016／
07／28アクセス）
13）ただし，チョバらは，職業訓練について，参加者の3分の2は公式の職業訓練の修了者
であり，彼らは訓練の場というよりむしろ収入の手段として見ていたという指摘をしてい
る。また，賃金補助についても，賃金補助のスキームで新たに創りだされた雇用は3分の
2程度であり，賃金補助がなくとも半数以上は雇用されていた，として強い代替効果と死
荷重を有していると指摘しており，この2種の積極的労働市場政策を推奨している訳では
ない。
14）HVG誌電子版2015年8月22日付。http://hvg.hu/gazdasag/20150822_Nagy_szamban_rugnak
_ki_dolgozokat_hogy_ko/（2016年7月29日確認）
15）ユーロスタット（2016／07／16取得）。http://ec.europa.eu/eurostat/tgm/table.do?tab=table&init
=1&plugin=1&language=en&pcode=tesov110
16）Portfolio.hu電子版2014年3月4日付。
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